
  

 
  

 
 

 
 
 
 

 個人事業の法人成にともなう税務 

Ｑ：私は来年、これまで営んでいた個人事

業の法人化を検討しています。個人事業最終

年における税務上の注意点を教えて下さい。 

  

Ａ：廃業年の事業税の見込納付額を未払計

上する等、次の点に注意して下さい。 

【解説】 

１．個人事業税の見込計上 

 本来事業税は、納付した年の必要経費とな

りますが法人成の場合、金額が確定し納付す

るときには個人事業を廃止しているので、事

業所得の必要経費にはできませんし、個人の

事業所得に対して課される事業税を、法人の

経費に計上することもできません。そのため

法人成の場合に限り、事業廃止年の所得に対

する事業税の見込み額を、その年の必要経費

に算入することができることとされています。 

２．資産の引継ぎに伴う所得税の課税 

 個人事業の資産を法人が引き継ぐ場合、そ 

れらの資産の譲渡に対し、棚卸資産には事業

所得、固定資産には譲渡所得としての所得税

が課税されます。この場合、棚卸資産は通常

の売買価額の70％以上、固定資産は時価の２

分の１以上の対価を受取っていなければ、棚

卸資産については売買価額の70％、固定資産

については時価で譲渡があったものとして所

得税が課税されます。 

３．資産の引継ぎに伴う消費税の課税 

 上記２の場合、その事業者が消費税の課税

事業者であるときは、土地の譲渡のように消

費税の非課税取引となるものを除き、消費税

が課されます。    

Ｒ Ｅ Ｄ Ａ Ｓ   Ａ
リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ

 

１９９４年 １月 ６日 創 刊 ・毎 日 発 行  

リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ Ｆ Ａ Ｘ ニ ュ ー ス  

（２００３年）平成１５年  水曜日  月７   １ 日  ５ 

発行所 株式会社 
大阪市中央区平野町３－１－１０  
編集発行人：税理士 三輪 厚二  

Tel  ：06-6209-7678

Fax ：06-6209-8145ＦＰシミュレション― 

第 

２ ３ ３ ７  

号 


